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水 道 事 業 会 計 
 

予 算 に 関 す る 説 明 書 



収  入

千円

1,351,500

 １ 受取利息及び

    配   当   金

１ 過 年 度 損 益

   修    正    益

 ３ 雑   収   益 230

10

 ２ 長期前受金戻入 2,579

104,450

1,170

備 考

２ 営業外収益

１ 営 業 収 益 1,244,461

３ その他営業収益 1,637

１ 給  水  収  益

款 項 目 予 定 額

 ２ 受 託 工 事 収 益 65,010

             平成２９年度鳥羽市水道事業会計予算実施計画
             収   益   的   収   入   及   び   支   出 

１ 水道事業収益

３ 特 別 利 益 2,589

 ４ 長期前受金戻入 95,800

 ２ 他会計補助金 7,250

1,177,814

- 6 -



支  出

千円

1,097,500

１ 支 払 利 息 及 び

   企業債取扱諸費

２ 消 費 税 及 び

   地 方 消 費 税

１ 過 年 度 損 益

   修    正    損

 ２ 過 年 度 分 給 水

    収 益 返 還 金

款 項 目 予 定 額

１ 水道事業費用

13,857

1,058,525

437,908

３ 受 託 工 事 費 72,708

備 考

 1 営 業 費 用

１ 原水及び浄水費

２ 配水及び給水費

５ 総    係    費

９ 減 価 償 却 費

４ 業　　務　　費

93,097

64,877

293,141

59,709

10 資 産 減 耗 費

６ 神 島 水 道 費 9,654

７ 答 志 島 水 道 費 17,999

８ 菅 島 水 道 費 6,182

２ 営業外費用 31,975

118３ 雑　　支　　出

18,000

3,250

１ 予    備    費

４ 予   備   費

３ 特 別 損 失

5,000

1,000

2,000

5,000

1,000
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収  入

千円

81,000

支  出

千円

198,200

１ 配 水 及 び
給 水 施 設 費

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 予 定 額 備 考

１ 資本的収入

１ 企  業  債 0

１ 企 業 債 0

２ 分  担  金 31,664

１ 分 担 金 31,664

３ 負  担  金 9,000

１ 工 事 負 担 金 9,000

２ 他 会 計 負 担 金 0

５ 他会計補助金 40,336

１ 他 会 計 補 助 金 40,336

４ 国庫補助金 0

１ 国 庫 補 助 金 0

款 項 目 予 定 額 備 考

１ 資本的支出

20

２ 固定資産購入費 5,157

 ２ 企業債償還金 120,846

１ 企 業 債 償 還 金 120,846

 １ 建設改良費 74,199

69,042

 ４ 補助金等返還金 3,135

１ 補助金等返還金 3,135

 ３ 投        資 20

１ 基 金
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（間接法による）

１.営業活動によるキャッシュフロー

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

営業活動によるキャッシュフロー

２.投資活動によるキャッシュフロー

投資有価証券の取得による支出

投資有価証券の売却による収入 0

平成２９年度鳥羽市水道事業会計予定キャッシュフロー計算書

(平成29年4月1日～平成30年3月31日まで)

当期純利益 228,015

減価償却費 293,141

(単位:千円)

引当金の増加（減少△） △ 4,416

固定資産除却費・売却損 3,250

長期前受金戻入 △ 98,379

固定資産の取得による支出 △ 68,673

営業活動による資産及び負債の増減

収益に関する項目 2,289

費用に関する項目 △ 13,943

その他に関する項目 12,687

    小計 422,644

435,331

13,857

△ 1,170

固定資産の売却による収入 0

国庫補助金の収入 0

△ 4,663

国庫補助金の返還 0

一般会計からの繰入 40,336

工事負担金等収入 37,652

投資支出 △ 20

4,632

３.財務活動によるキャッシュフロー

企業債による収入 0

投資活動によるキャッシュフロー

企業債の返済による支出 △ 120,846

リース債務の支払 △ 338

△ 121,184財務活動によるキャッシュフロー

資金の期末残高 1,964,927

資金の増加（△減少）額 318,779

資金の期首残高 1,646,148
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（１） 総  括

（２） 給料及び手当等・退職給与金の増減額の明細

106,197

0

手　　　 当 △ 11,693
そ の 他 の 増 減 分

4,488

退職給付引当金繰入額の減による

16,39943,023 42,603

106,197

4,488

管  理  職
手       当

管理職員
特別勤務
手　　  当

0

(千円) 

△ 4,579

△ 7,114

△ 10,160 △ 937 △ 11,097

0

10

(　) 0

40,068

職員数
給　　料

(　) 40,068

(人) 

法  　 定
福 利 費手　　当 賃　　金

(千円) 

給　　　与　　　費

本
年
度

資本勘定支弁職員

合　　　計

10損益勘定支弁職員 15,46230,910 79,638

0 0 0

8,660

0

8,660 15,46279,638

95,100

95,100

0

16,399

0 0

4,172

00

(　)

0 (　)

30,910

4,172 89,798

89,798

0

43,023 42,603

△ 11,693

△ 11,693△ 2,955

前
年
度

損益勘定支弁職員 11 (　)

資本勘定支弁職員

合　　　計 11

比
　
較

損益勘定支弁職員 △ 1 (　)

資本勘定支弁職員 0 (　)

合　　　計

0 0

扶養手当

△ 1 (　) △ 10,160 △ 11,097

(千円) 

5522,226

(千円) 

1,583

(千円) 

294

本年度

(千円) (千円) 

前年度

本年度

住居手当

(千円) 

0

480

比　較

△ 2,955

△ 702

退職給付費
区　分

備　          　　考

職員の会計間の異動及び職員数の減による

(千円) 

普通昇給に伴う増減分

そ の 他 の 増 減 分

553

説　　　　明区　　分

給与改定に伴う増減分

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

給　　　  料

△ 3,508

制度改正に伴う増減分

 平均昇給率  1.38％

 職員の会計間の異動及び職員数の減による

手 当

の 内 訳

比　較

11,922

△ 7,114

前年度 324

給　与　費　明　細　書

2,928

 ※ 職員数は、報酬又は賃金で支弁される職員を除く。（　）内は、短時間職員であり、外書きである。

　　手当には児童手当を含まない。

区　　　　　分

△ 324 0

0

(千円) 

△ 1,510

21,231

4,808

夜間勤務
手　　　当

3,884

0

区　分

合 　　計

258

(千円) 

△ 937

時  間  外
勤務手当

期末勤勉
手  　　当

(千円) 

通勤手当

480

計

(千円) (千円) (千円) (千円) 

0

△ 2,955

0 0 0

22,741

(千円) 

30

30

0△ 2,301

備　　　　　　　　考
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（３） 給料及び手当等の状況

（ア）  職員一人当たり給与額

（イ）  初任給

（ウ）  級別職員数

(　) (　) (　) (　)

(　) (　) (　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　) (　) (　)

(　) (　) (　) (　)

(　) (　) (　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　) (　) (　)

（エ）  級別の標準的な職務内容

(円)

178,200
130,700

50.0

級

平 均 年 齢

(円)

２　級

１　級

平成29年１月１日現在

１　級

1

４　級

0.0

５　級

12.5

技能労務職　 (円)
技能労務職　 (円)行　政　職 　(円)

級

25.0 ２　級

職員数　(人)

計

2

1

8

4

６　級

100.0

１　級

100.0計

14.3

7

3４　級

1

２　級 1

区　　　分

区　　　　　分

１　級 1

平成２8年１月１日現在

３　級

高　 校　 卒

大　 学　 卒
130,700

６　級 1

５　級

100.0

146,100

14.3

100.0

14.3

44歳3月

区　　　　　　　　　　　　　　　分 行　　政　　職

区　　  分

行　　 政　 　職

平成29年１月１日現在

平成28年１月１日現在

計

 ※ （  ） 内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

１　級

主　 　 査

343,803

事 務 職 員 係　 　 長

技 術 職 員 副　　参　　事

係　  　長

主　  　査

課　　　　   長

一　般　会　計　の　制　度

146,100

課長補佐

計

構成比　(％)構成比　(％)

178,200

２　級

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

３　級

６　級

54歳1月

5 100.0

２　級 5

41歳11月平 均 年 齢

(円)

14.3

42.8

12.5

技　　能　　労　　務　　職行　　　　政　　　　職

職員数　(人)

４　級 ５　級３　級

319,343

行　政　職 　(円)

344,100

362,880

平 均 給 料 月 額

55歳8月

319,628

技 能 労 務 職

3 100.0

3

360,694 393,839

(円) 341,267

平 均 給 与 月 額
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（オ）  期末勤勉手当

（カ）  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（キ）  その他の手当

2.025

4.30

(1.025)前　　  年　　  度

１２月    (月分)

2.225

2.275

(1.050)

支  給  期  別  支  給  率

本　　  年　　  度

区　　 　　 　分

2.075

６ 月    (月分)

(1.200)

4.30

(2.25)

有

支給率合計 (月分)
職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

25.55625

25.55625

34.5825

49.5949.59

　　　　　　　　 (月分)

２０年勤続の者
　　　　　　　　 (月分)

 ※ （  ） 内は、再任用職員に係る支給割合である。

一般会計の制度 4.30

最 高 限 度 額

2.075 (1.050) 2.225 有

住　居　手　当

区　　　　分

扶　養　手　当

その他の加算措置等

( 2 ％ ～ 20 ％)

定年前早期退職特例措置
( 2 ％ ～ 20 ％)

定年前早期退職特例措置
支　 給　 率 　等

区　　　　分
２５年勤続の者

　　　　　　　　 (月分)

通　勤　手　当 同　　　　じ

同　　　　じ

34.5825

一般会計の制度との異同

同　　　　じ

一般会計の制度
( 支 給 率 等 )

３５年勤続の者

49.59

(1.200)

　　　　　　　　 (月分)

49.59

(1.225) (2.25)

(2.25) 有
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期  間 金  額 期  間 金  額
損益勘定
留保資金

受託工事
収益

千円 千円 千円 千円 千円

187,259

千円 千円 千円 千円 千円

0

千円 千円 千円 千円 千円

0

平成２５年度から
平成２８年度まで

平成２９年度 38,124 225,383

債務負担行為に関する調書

事  項 限度額

前年度末までの
支払義務発生

（ 見　込 ）額

当該年度以降の
支払業務発生
予   定   額

左の財源内訳

 岩倉水源地等
管理業務 359,625 平成２８年度

平成２９年度から
平成３３年度まで

359,625 359,625

 水道料金等徴
収業務 225,383

 水道料金等徴
収業務 281,876 平成２８年度

平成２９年度から
平成３４年度まで

281,876 281,876
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（ 単位 ： 千円 ）　

1

(1)

イ 406,617

ロ 808,188

421,981 386,207

ハ 11,259,722

7,228,799 4,030,923

ニ 1,684,042

937,921 746,121

ホ 5,636

3,915 1,721

ヘ 26,623

21,447 5,176

ト 6,160

5,582,925

(2)

イ 216

ロ 18,213

ハ リ ー ス 資 産 0

18,429

(3)

イ 0

ロ 9,901

ハ 64,532

ニ △ 64,532

9,901

5,611,255

2

(1) 1,964,927

イ 15,000

ロ 136,933,743

(2) 153,964

△ 10,231 143,733

(3) 9,404

(4) 0

(5) 1,000

2,119,064

7,730,319

平成２９年度鳥羽市水道事業予定貸借対照表 （消費税抜き）

（平成３０年３月３１日）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資

投 資 有 価 証 券

基 金

破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

現 金

預 金

現 金 預 金 合 計

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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3

(1) 569,819

(2)

(3) 269

(4)

イ 74,971

引 当 金 合 計 74,971

645,059

4

(1)

(2) 123,315

(3) 68

(4) 49,815

(5) 0

(6)

イ 5,169

ロ 977

引 当 金 合 計 6,146

(7) 1,000

180,344

5

(1) 4,119,663

(2) △ 2,519,748

繰延収益合計 1,599,915

2,425,318

5

(1) 3,307,553

3,307,553

6

(1)

イ 210,260

ロ 20,273

ハ 167,340

ニ 42,023

439,896

(2)

イ 737,833

ロ 591,704

ハ 228,015

ニ 繰 越 利 益 剰 余 金

ホ

1,557,552

1,997,448

5,305,001

7,730,319

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

建 設 改 良 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

未処分利益剰余金変動額

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

県 補 助 金

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

一 時 借 入 金

前 受 金

リ ー ス 債 務

賞 与 引 当 金

資 本 剰 余 金

負 債 の 部

固 定 負 債

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

法 定 福 利 費 引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

企 業 債

退 職 給 付 引 当 金

企 業 債

リ ー ス 債 務

引 当 金

他会計からの長期借入金
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白  紙
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（ 単位 ： 千円 ）　

1

(1) 965,693

(2) 受 託 工 事 収 益 242,600

(3) 1,510

2

(1) 6,642

(2) 56,017

(3) 13,120 1,285,582

3

(1) 393,580

(2) 81,020

(3) 受 託 工 事 費 231,160

(4) 52,714

(5) 62,096

(6) 214,586

(7) 1,200

4

(1) 36,959

(2) 59,143

(3) 22,462 1,154,920

130,662

5

(1) 2,027

(2) 2,693

(3) 241

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 92,322 97,283

6

(1) 雑 支 出 0

(2) 3,698

7

(1) 0 3,698 93,585

224,247

8

(1) 0

(2) 0

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 8,354 8,354

9

(1) 0

(2) 46

(3) そ の 他 特 別 損 失 0 46 8,308

232,555

0

0

232,555

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損
過 年 度 分 給 水 収 益
返 還 金

当 年 度 純 利 益

予 備 費

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

固 定 資 産 売 却 益

前年度繰越利益剰余金

受 取利 息及 び配 当金

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

予 備 費

簡 易 水 道 費 用

神 島 簡 易 水 道 費 用

答 志島 簡易 水道 費用

菅 島 簡 易 水 道 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

業 務 費

神 島 簡 易 水 道 収 益

答 志島 簡易 水道 収益

菅 島 簡 易 水 道 収 益

平成２８年度鳥羽市水道事業予定損益計算書 (消費税抜き)

営 業 収 益

給 水 収 益

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

そ の 他 営 業 収 益

簡 易 水 道 収 益
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（ 単位 ： 千円 ）　

1

(1)

イ 397,006

ロ 646,030

338,629 307,401

ハ 8,806,941

5,439,490 3,367,451

ニ 1,176,648

737,975 438,673

ホ 5,636

3,626 2,010

ヘ 25,662

20,637 5,025

ト 105,499

4,623,065

(2)

イ 9,611

ロ 150,942

63,882 87,060

ハ 2,356,259

1,558,812 797,447

ニ 469,851

154,314 315,537

ホ 35

31 4

ヘ 0

1,209,659

(3)

イ 216

ロ 19,890

ハ リ ー ス 資 産 792

20,898

(4)

イ 0

ロ 9,881

ハ 68,726

ニ △ 68,726

9,881

5,863,503

2

(1) 1,646,148

(2) 151,283

△ 1,374 149,909

(3) 9,711

(4) 0

(5) 1,000

1,806,768

7,670,271

投 資

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

投 資 有 価 証 券

基 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 合 計

破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

構 築 物

車 両 運 搬 具

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

土 地

機 械 及 び 装 置

簡 易 水 道 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

建 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

工具器具及び備品

構 築 物

平成２８年度鳥羽市水道事業予定貸借対照表 （消費税抜き）

施 設 利 用 権

有 形 固 定 資 産 合 計

簡易水道固定資産合計

（平成２９年３月３１日）

固 定 資 産

土 地

建 物
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3

(1) 693,134

(2)

(3) 337

(4)

イ 79,043

引 当 金 合 計 79,043

772,514

4

(1)

(2) 120,845

(3) 68

(4) 43,868

(5) 0

(6)

イ 5,556

ロ 934

引 当 金 合 計 6,490

(7) 20,890

192,161

5

(1) 4,050,009

(2) △ 2,421,399

繰延収益合計 1,628,610

2,593,285

5

(1) 3,307,553

3,307,553

6

(1)

イ 210,260

ロ 20,273

ハ 167,340

ニ 42,023

439,896

(2)

イ 725,278

ロ 371,704

ハ 232,555

ニ 繰 越 利 益 剰 余 金 0

ホ

1,329,537

1,769,433

5,076,986

7,670,271

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

建 設 改 良 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

未処分利益剰余金変動額

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

県 補 助 金

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

一 時 借 入 金

前 受 金

リ ー ス 債 務

賞 与 引 当 金

資 本 剰 余 金

負 債 の 部

固 定 負 債

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

法 定 福 利 費 引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

企 業 債

退 職 給 付 引 当 金

企 業 債

リ ー ス 債 務

引 当 金

他会計からの長期借入金

- 19 -
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注記  

Ⅰ. 重要な会計方針 

 １ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     貯蔵品 先入先出法による原価法による(貸借対照表価格は収益性の低下に基づく簿価切 

    り下げの方法により算定） 

 ２ 固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産(リース資産を除く) 

 ・減価償却の方法  定額法による 

 ・主な耐用年数 

  建物       15～65年 

  構築物      40～60年 

  機械及び装置   5～20年 

  工具器具及び備品 3～20年 

（２）無形固定資産(リース資産を除く) 

 ・減価償却の方法  定額法による 

 ・主な耐用年数 

  施設利用権    30年 

（３）リース資産 

        ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      自己所有の固定資産に適用する減価償却法と同一の方法による。 

３ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、簡便法を採用し、当年度末における退職手当の要 

    支給見込額に相当する金額を計上している。 

  （２）賞与引当金 

職員の期末及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づいて 

    当年度の負担に属する額を計上している。 

（３）法定福利費引当金 

職員の期末及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支払 

    見込額に基づいて当年度の負担に属する額を計上している。 

  （４）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒 

    懸念債権、破産更生債権等については債権区分に応じた回収可能性を検討し、回収不能額 

    を計上している。 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書関連 

  重要な非資金取引 

   該当事項なし 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表上に計上されている企業債(当該年度末の翌日から起算して 1年以内に償還される 

予定のものも含む。)のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は繰出基準に基づいて見込ま 

れた、企業債(簡易水道事業分)に係る元金償還金の２分の１、169,516,070円である。 

２ みなし償却制度の廃止に伴う措置 

   平成 26年 3月 31日において、償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本 

  剰余金として整理している額のうち、該当資産との対応関係の把握が不可能であったものにつ 

  いては現存する資産（補助金等が重用されていないことが明らかな資産を除く）を対象とし、 

補助金充当率を用いた按分により整理している。なお、その方法によっても整理が不能であっ 

た補助金等については資本剰余金に引き続き計上している。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

 １ 報告セグメントの概要及び事業内容 

   鳥羽市水道事業では、鳥羽市全域を同一水系で水道水を供給、水道事業運営をしており、統一 

  運営方針等を決定しており、１セグメントとしていることから記載を省略している。 

 

Ⅴ．減損損失 

１ グルーピングの方法 

   水道事業会計において使用している固定資産については、同一水系事業により水道水の製造か 

  ら販売までを全て一体としたキャッシュ・フローを生成していることから、１つの鳥羽市水道事 

業として資産グループとしている。 

 

Ⅵ．リース契約により使用する固定資産 

 １ リース取引の処理方法 

   リース料総額が 300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る 

方法に準じた会計処理を行っている。 

 ２ リース会計に係る特例措置 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会 

  計処理を行っている。 

 ３ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

    １年内     441,000  円 

    １年超       0  円 

     計     441,000  円 
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Ⅶ．重要な後発事象 

該当事項なし 

 

Ⅷ．その他の注記 

 １ 引当金の取崩し 

 （１）退職給付引当金の取崩し 

平成 29年度において、退職手当として 8,880,201円を支給する予定であることから、同額 

   を取崩す見込である。 

 （２）賞与引当金の取崩し 

平成 29年度において、夏期賞与に係る前年度負担分として、5,556,000円を取崩す見込である。 

 （３）法定福利費引当金の取崩し 

    平成 29年度において、夏期賞与に係る法定福利費の前年度負担分として 934,000円を取崩す 

   見込である。 


